
教育費
62億742万円（8.2％）

（子どもたちの教育などのために）

前年度より民生費が33億3千万円余、衛生費が9億2千万円余増えた一方で、土木費が10億4千万
円余、公債費が1億円余減りました。

給与所得の増加や定額減税の終了などにより、個人市民税と法人市民税について増収が見込まれるた給与所得の増加や定額減税の終了などにより、個人市民税と法人市民税について増収が見込まれるた
め、市税全体では令和６年度から９億円余増の225億円余を計上しました。め、市税全体では令和６年度から９億円余増の225億円余を計上しました。
なお、予算編成に必要な財源については、市税、地方交付税などのほか財政調整基金などの基金なお、予算編成に必要な財源については、市税、地方交付税などのほか財政調整基金などの基金
繰入金を加え、確保しています。繰入金を加え、確保しています。
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国庫支出金
109億8,935万円（14.5％）

市税
225億2,100万円（29.7％）

地方交付税
155億円（20.4％）

市債
34億6,340万円（4.6％）

県支出金
48億7,452万円（6.4％）

地方消費税交付金　
41億円（5.4％）

その他
15億61万円（2.1％）

（  地方譲与税や地方特例
交付金など）

その他
69億4,160万円（9.1％）

（  施設の使用料や各種証明書
発行手数料、基金繰入金など）

歳 入
758億

2,600万円

依存財源※2　53.4％

自主財源※1　46.6％

歳出
758億

2,600万円

民生費
285億2,994万円

（37.6％）
（福祉や子育て

  事業のために）

総務費
88億5,684万円（11.7％）

（ 市の全般的な事務のために）

土木費
82億7,028万円（10.9％）

（ 道路や河川などの整備のために）

商工費
54億9,840万円（7.3％）

（商工観光の振興のために）

衛生費
58億4,458万円（7.7％）

（ごみ処理や健康づくりなどのために）

公債費
67億6,154万円（8.9％）

（借りたお金の返済のために）

消防費
21億3,004万円（2.8％）

（救急・消防のために）

農林水産業費
30億7,925万円（4.1％）

（農業・林業の振興のために）

諸収入
59億3,552万円（7.8％）

※１　自主財源：市税、使用料など市が自主的に得られる財源
※２　依存財源：地方交付税、国・県支出金、市債など国や県の基準によって定められた額が交付される財源

その他
6億4,770万円（0.8％）

（議会費、労働費、予備費）

一般会計　758億円（前年度比6.4％増）　　
令和７年度一般会計の歳入歳出予算総額は、人口減少対策や物価高騰などへの対応により、前年度と比較して令和７年度一般会計の歳入歳出予算総額は、人口減少対策や物価高騰などへの対応により、前年度と比較して
6.4％、45億3,600万円増の758億2,600万円となりました。また、多様化、高度化する行財政需要に的確に対応す6.4％、45億3,600万円増の758億2,600万円となりました。また、多様化、高度化する行財政需要に的確に対応す
るとともに、行財政改革の推進と持続可能な財政構造の確立を見据えた予算編成に努めました。るとともに、行財政改革の推進と持続可能な財政構造の確立を見据えた予算編成に努めました。
なお、一般会計における令和７年度末時点の市債残高見込額は595億1,743万円余となっています。なお、一般会計における令和７年度末時点の市債残高見込額は595億1,743万円余となっています。

【市税の主な内訳】
固定資産税 97億5,000万円
個人市民税 82億2,500万円
法人市民税 16億8,200万円
都市計画税 11億   500万円
市たばこ税 10億3,000万円
軽自動車税 6億3,100万円
入湯税 3,000万円
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こども・子育てにやさしいまちづくり、
未来を担うひとづくりの推進

人生100年時代を見据えた
健康・福祉の増進

GX （グリーントランスフォーメーション）・
DX （デジタルトランスフォーメーション）の推進

保育所施設整備事業…………………………4,690万円
（空調設置・整備、防犯設備の整備）

放課後児童クラブ施設整備事業……………1,388万円
（東部児童クラブ分室集約化事業）

小児インフルエンザ予防接種費用補助金  1,118万円
１か月児健康診査事業……………………… 567万円
新生児聴覚検査事業………………………… 470万円
こども発達教育総合支援センター整備事業 441万円
ヤングケアラー実態調査事業……………… 200万円
公共温泉施設利用促進事業………………… 136万円
学校給食負担軽減事業………………………7,333万円

帯状疱疹ワクチン接種事業…………………9,681万円
医療従事者確保等対策事業…………………1,100万円

（旧市立産婦人科病院施設改修）　

重層的支援体制整備事業……………………1,091万円
認知症伴走型支援事業…………………………450万円

（「認知症伴走型支援拠点」の整備）　

産後ケア事業…………………………………1,294万円
国民スポーツ大会推進事業（準備委員会負担金）…480万円
公的病院再編成補助金…………………………… 1億円

（鹿教湯病院、三才山病院）

上田看護専門学校運営費補助金……………2,709万円

重点分野の特徴的な事業 新  は新規事業　　充  は充実させた事業
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安全・安心に暮らせるまちづくりの
推進

ゼロカーボン戦略事業
　充  脱炭素先行地域事業補助金 ………4億5,665万円
　新  省エネ家電買換え支援事業補助金 ……800万円
公共施設のLED化事業 ……………………4億1,584万円
 （公立保育園・小中学校・地域自治センター など）　

市民ICT推進センター管理運営事業 ………1,109万円
紙おむつリサイクル実証事業補助金…………950万円
有害鳥獣防除対策事業……………………………44万円

（有害鳥獣捕獲確認システム使用料）

市民ICT推進センター整備事業 …………1億3,662万円

資源循環型施設建設関連事業………………4,940万円

新

新

新

新

充   

地域公共交通利便増進事業……………… 1億864万円
（運行協定支援交付金）　

国土強靭化地域計画策定事業…………………412万円
消防団員準中型自動車免許等取得費補助金… 109万円
中小企業金融対策事業…………………41億7,000万円

（融資信用保証料・融資利子補給補助金 など）

地域公共交通確保維持改善事業費補助金…2億5,615万円
（上田電鉄別所線千曲川橋梁橋脚補強 など）

消防団車両等整備更新事業…………………5,294万円
緊急自然災害防止対策事業……………10億7,190万円
インフラ長寿命化修繕事業…………… 6億8,980万円

新

新

新

充  

充  

充  

会　計　名 当初予算額 増減率（％）

水道事業 54億2,097万円 4.7

公共下水道事業 128億6,476万円 7.9

農業集落排水事業 23億9,744万円 △2.7

企業会計 合計 206億8,317万円 5.7

◎令和７年度企業会計予算一覧

企業会計とは、料金や使用料などの収入によって運営される
会計です。
全体では、5.7％、11億１千万円余増えました。これは、上
下水道とも、ストックマネジメント・地震対策事業費などが
増加したことが主な理由です。

企業会計　207億円

会　計　名 当初予算額 増減率（％）
土地取得事業 4億円 0
国民健康保険事業　　　　　 151億   954万円 0.8
後期高齢者医療事業 26億6,602万円 2.8
介護保険事業　　　　　　 165億   838万円 △0.5
駐車場事業　　　　　　 1億3,975万円 10.8
武石診療所事業　　 1億   318万円 △11.2

特別会計 合計 349億2,688万円 0.3

◎令和７年度特別会計予算一覧

特別会計とは、特定の事業や資金などについて、その収支を
明確にするために一般会計と分けて整理する会計です。
全体では、0.3％、９千万円余増えました。これは、国民健
康保険事業において、被保険者が減少している一方、一人当
たりの医療費は増加していることなどに伴い国民健康保険事
業費納付金が増額となったことが主な理由です。

特別会計　349億円
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